
〔No.16〕 
下図は、X財とY財を一定量保有する消費者A及びBの２人が、X財とY財の２財を交換する

モデルを表したエッジワースのボックス・ダイアグラムである。いま、Aの最適消費点が点

P、Bの最適消費点が点Qであるとき、下図に関する記述として、妥当なのはどれか。ただ

し、線分MNの傾きは２財の価格比、点Eは初期保有量、UAはAの無差別曲線、UBはBの無

差別曲線である。 
B
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１．消費者 A の効用は、X 財の消費量が減少しているため、点 E より点 P の方が減少して

いる。 
２．線分 MN の傾きで表される価格比では、X 財には超過需要が生じ、Y 財には超過供給

が生じている。 
３．点 E から点 Q への以降は、消費者 A 及び B の二人の効用を共に増加させているため、

点 Q では、パレート最適である。 
４．X 財の市場と Y 財の市場とが同時に均衡した場合、２財の価格比、消費者 A の限界代

替率及び消費者 B の限界代替率は、いずれも等しくなる。 



５．点PにおいてはUAが、点QにおいてはUBが、それぞれ予算制約線に接しているため、

点Pと点Qはともに契約曲線上にある。 
B

 
正答４ 
 
１．点 E の時の A の無差別曲線を書き入れてみます。 
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点線の物がそうですが、明らかにUAより原点に近い（左下）にありますので点Eより点Pの
方が効用は増加しています。 
 
２． 
この場合のそれぞれの需要は次の図になります。 
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この図を見て分かるようにこの経済ではX財はX１＋X２の需要がありますが、これはこの経

済のX財の賦存量（横軸の幅と同じ）よりも少なくなっています。よって超過供給ですね。

同様に考えてY財に関しては、逆に超過需要となっています。 
 
３．点 Q で両者が消費をしたらどうなるのでしょうか。B さんはこの図の中ではすでに Q
で消費をしていますので A を動かします。 
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A の無差別曲線を点 Q を通るように動かします。図の点線が動かしたものですね。 
ここはパレート最適ですか？ 
ちがいますね。パレート最適のためには両者の無差別曲線が接する必要があります。交わ

ってはダメなんです。 
 
４．問題の図では、X 財が超過供給、Y 財は超過需要です。ですから、X 財価格と Y 財価

格の価格比において、X 財価格が相対的に割安になります。この MN の傾きは価格比つま

り
y

x

p
p

− を表しています。ここでこの価格比が小さくなることにより E 点を中心として傾

きがなだらかになっていきます。この変化はこの国で超過需要、超過供給がなくなるまで

続きますから、均衡では次のようになります。 
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ここでは両者の無差別曲線が接することから、限界代替率が等しく、また価格比（新しい

MN の傾き）も等しくなります。 
 
５．契約曲線は、パレート最適な点をつなげたものです。図の価格比を示す MN（予算制

約線）のもとでは、両方の無差別曲線が明らかに接していません。P と Q というように離

れていますからね。ですからこの価格比ではパレート最適は実現できませんので、その価

格比のもとでのそれぞれの需要 P、Q はパレート最適な消費点ではなくよって契約曲線上に

はありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



〔No.17〕 
ある市場における需要曲線及び供給曲線が次式で示されているとき、くもの巣理論に関す

る記述として、妥当なのはどれか。ただし、Dｔ、Sｔ、Pｔはそれぞれｔ期における需要量、

供給量、市場価格とし、Pｔ―１はｔ－１期の市場価格とする。 
 
Dｔ＝―４Pｔ＋１２０  （需要曲線） 
Sｔ＝３Pｔ―１＋５    （供給曲線） 
 
１．市場価格は、需要曲線の傾きが供給曲線の傾きより絶対値において大きいので、次第

に均衡価格に収束し、安定的である。 
２．市場価格は、需要曲線の傾きが供給曲線の傾きより絶対値において小さいので、次第

に均衡価格に収束し、安定的である。 
３．市場価格は、需要曲線の傾きの逆数が供給曲線の傾きの逆数より大きいので、次第に

均衡価格から発散し、不安定である。 
４．市場価格は、需要曲線の傾きの逆数が供給曲線の傾きの逆数より小さいので次第に均

衡価格から発散し、不安定である。 
５．市場価格は、需要曲線の傾きが供給曲線の傾きより小さいので、次第に均衡価格から

発散し、不安定である。 
 
正答２ 
 
くもの巣理論において安定的かどうかが聞かれています。この問題では安定条件を知って

いるかどうかも大切です。 
くもの巣理論の安定条件は｜S の傾き｜＞｜D の傾き｜ですからそれを満たしているかど

うか調べます。 
まず D 曲線より、変形して P について解くと 

30
4
1

+−= tt DP  ですね。 

S 曲線は 

3
5

3
1

1 +=− tt SP  となります。 

傾きの絶対値は明らかに S 曲線の方が大きいわけですから、くもの巣安定的です。 
 
 
 
 



〔No.18〕 
２つの企業A、Bからなる複占市場において、需要曲線がD、価格がPである財の需要曲線が

D=―P＋１５０で与えられているとき、両企業の利潤を最大化するためのクールノー均衡

における価格として、正しいのはどれか。ただし、Aの総費用及び生産量をそれぞれTCA、

ｙAとし、Bの総費用及び生産量をそれぞれTCB、YB BBとしたとき、A及びBの総費用関数はそ

れぞれ次式で示されるものとする。 
 
TCA＝１．５ｙA２

TCB＝３０ｙB B 

 

１．６０ 
２．７０ 
３．８０ 
４．９０ 
５．１００ 
 
正答 ３ 
 
クールノーモデルですね。特に問題となる点もないので普通に解くだけです。ただ注意が

いるのは費用関数が企業によって異なるので、両方とも反応関数を求めなければいけない

ことです。 
需要曲線より 
P＝―D＋１５０ 
D=ｙA＋ｙBだから B

P＝―（ｙA＋ｙB）＋１５０ B

企業 A の利潤関数は 

( ){ } ABAAAAbAAAA yyyyyyyyTCyP 1505.25.1150 22 +−−=−++−=−×=π  

ここで、利潤最大化の一階条件より、πをｙで微分して０とおき反応関数を求めると、 

01505 =+−−= BA
A

A yy
dy
dπ
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+−= BA yy  

 
次に企業 B のものを求めます。 
企業 B の利潤関数は 



 
( ){ } BBBABBBABBB yyyyyyyyTCyP 12030150 2 +−−=−++−=−×=π  

利潤最大化の一階条件より 

60
2
1

01202
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両者の反応関数を連立させて、解くと 
ｙA＝２０ 
ｙB＝５０ B

 
です。問題が聞いているのは価格ですから、価格を求めます。 
需要曲線をPについて解いたものはP＝―（ｙA＋ｙB）＋１５０なので B

P＝―（２０＋５０）＋１５０＝８０ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



〔No.19〕 
ある企業において、第１期の生産量が９５、第２期の生産量が１１０、第３期の資本スト

ック及び投資がそれぞれ４３７、１９であるとき、加速度原理により求められる第１期の

資本ストックの値として正しいのはどれか。 
 
１． ３３２ 
２． ３６１ 
３． ３８０ 
４． ３９９ 
５． ４２８ 
 
正答 ２ 
 
加速度原理による投資関数は 

( 1−−= ttt YYvI )  でした。ここでｖは必要資本係数です。 
求め方ですが、問題には必要資本係数がないのでこれは求めなければなりません。必要資

本係数は
Y
K

ですね。この理論ではこれはいつも一定です。求めるためには各期の資本スト

ック K を生産量 Y で割ればいいわけですが、第 1 期、２期、３期とも Y と K が両方分か

っている期がありません。こうした場合は仕方がないので計算して求められるかどうか考

えてみます。 
すると第３期においては Y は分かりませんが、K は４３７と分かっています。さらにこの

期に投資が１９あったと言うことです。投資は資本ストックの増加と同じ意味ですので、

この期に１９の投資があって資本ストックが４３７になったと言うことは第２期の資本ス

トックは４３７―１９＝４１８ となります。 

第２期の生産量は１１０ですので、資本係数は
5

19
110
418

= となります。 

 
問題が聞いているのは第１期の資本ストックです。これを求めるには第２期の資本ストッ

クから第２期の投資額を引けばいいわけです。 
第２期の資本ストックは４１８と分かっています。では、投資額は ( 1−− )= ttt YYvI  より 

 

( ) 5795110
5

19
2 =−=I  

４１８－５７＝３６１ 
 



〔No.20〕 
ある経済において、マクロ経済モデルが次式で示されているとき、財市場と貨幣市場とを

同時に均衡させる国民所得の大きさ及び利子率の組み合わせとして、正しいのはどれか。 
 
Y＝C＋I＋G 
C=21＋0.8Yｄ

I＝11―40i 
G＝20 
Yｄ＝Y―T 
T＝0.1Y 

L＝
P
M  

L＝39―30i＋0.29Y 
M＝90 
P＝1.2 
 
Y：国民所得、C：民間消費、I：民間投資、G：政府支出、Yｄ：可処分所得、i：利子率、 
T：租税、L：実質貨幣需要量、M：名目貨幣供給量、P：物価水準 
 
    国民所得の大きさ    利子率 
１．   １５０        ０．２５ 
２．   １５０        ０．４５ 
３．   １８０        ０．０４ 
４．   １８０        ０．２５ 
５．   １８０        ０．４５ 
 
 
正答 １ 
 

問題をざっと見ると、財市場の均衡式Y＝C＋I＋Gと貨幣市場の均衡式L＝
P
M

があります。

つまり、IS 曲線と LM 曲線があるわけです。ですから、これは IS―LM 分析ということに

なりますね。 
よって問題に答えるためには IS と LM の交点となる国民所得と利子率を求めればいいわけ

です。要するに IS と LM の連立方程式を解くことになります。 
 



Y＝C＋I＋G に諸式を代入すると 
Y＝21＋0.8（Y―0.1Y）＋11―40i＋20 
0.28Y＝52―40i  IS 曲線  ・・・① 
 

つぎに L＝
P
M

より 

Yi 29.03039
2.1

90
+−=  

７５＝39―30i＋0.29Y 
36＝―30i＋0.29Y LM 曲線 ・・・② 
 
あとは①式と②式の連立方程式を解くだけですね。 
 
①式の両辺を３倍して 
0.84Y＝156―120i  ・・・③ 
②式の両辺を４倍して 
144＝―120i＋1.16Y  
120i＝1.16Y―144 ・・・④ 
④式を③式に代入して 
0.84Y＝156―（1.16Y―144） 
２Y=300 
Y＝150 
④式に代入して 
120i＝1.16×150―144 
120i＝174―144 
i＝0.25 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



〔No.21〕 
インフレーションに関する記述として、妥当なのはどれか。ただし、総需要曲線は右下が

り、総供給曲線は右上がりであるとする。 
 
１．インフレーションとは、一般物価水準の上昇を言うが、いくつかの財・サービスの価

格が、持続的ではなく１回限り上昇した場合であっても、上昇幅が大きいときはインフ

レーションと定義される。 
２．クリーピング・インフレーションには、第一次世界大戦後のドイツで見られたように、

天文学的な物価上昇を引き起こすという特徴がある。 
３．コスト・プッシュ・インフレーションとは、名目賃金や原材料の価格など費用の上昇

率が生産性の上昇率を上回ることによって起こる物価上昇をいい、総供給曲線は左上方

にシフトする。 
４．デマンド・プル・インフレーションとは、総需要が総供給を上回ることによって起こ

る物価上昇をいい、総需要曲線は左下方にシフトする。 
５．ハイパー・インフレーションには、景気が停滞し失業率が上昇しているにもかかわら

ず、物価水準が緩慢に上昇し続けるという特徴がある。 
 
正答３ 
 
１．持続的に物価が上昇することです。 
２．クリーピング・インフレーションは「緩やかに忍び寄るインフレーション」です。 
３．コストプッシュ・インフレーションはコスト上昇によって物価が上昇することです。

生産性の上昇は費用の減少に作用しますが、名目賃金や原材料費の上昇はコスト上昇に

寄与します。材料費などの上昇が生産性の上昇率を上回ると、コストが上昇することに

なり、総供給曲線が左にシフトします。 
４．デマンド・プル・インフレーションは、総需要が総供給を上回ることによって発生し

ます。要するに需要サイドの原因で発生した物価上昇ですね。この場合、需要が増加し

ているわけですから総需要曲線が右にシフトしています。 
５．ハイパー・インフレーションとは、急激な物価上昇です。この説明は、失業率の上昇

と物価の上昇の同時進行ですので、スタグフレーションということになります。 
 
 
 
 
 
 



〔No.22〕 
ある経済において、講習保有の現金通貨を C、預金通貨を D、市中銀行の支払準備率を R

とする。いま、現金預金比率 ⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

D
C

が 0.05、市中銀行の準備金・預金比率 ⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

D
R

が 0.25 であ

り、いずれも常に一定とした場合、中央銀行がハイパワード・マネーを１０兆円増加させ

たとき、マネーサプライの増加量として正しいのはどれか。 
 
１．２５兆円 
２．３０兆円 
３．３５兆円 
４．４０兆円 
５．４５兆円 
 
正答 ３ 
 
貨幣乗数の問題ですね。この問題は公式に当てはめるだけです。 

H
D

R
D

C
D

C
M Δ×

+

+
=Δ

1
 が貨幣乗数ですから 

35105.3

10
25.005.0
105.0

=×=

×
+
+

=ΔM  

 
 
〔No.23〕 
下図の曲線 AEC は、ローレンツ曲線を示しているが、この図において、所得分配の不平等

度を測る指数であるジニ係数を算出する式として、正しいのはどれか。ただし、アは三角

形 ACD の面積を、ｲは対角線 AC とローレンツ曲線とで囲まれた部分の面積を、ウはロー

レンツ曲線と線分 AB 及び線分 BC とで囲まれた部分の面積を示すものとする。 
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正答２ 
 
これはジニ係数の定義がそのままですね。 



〔No.24〕次の A から D のうち、J カーブ効果に関する記述として、妥当なものの組み合

わせはどれか。 
A J カーブ効果は、輸出の価格弾力性と輸入の価格弾力性との和が短期的に１より大きく、

長期的に１より小さい場合に見られる現象である。 
B J カーブ効果は、マーシャル＝ラーナーの条件が満たされているにもかかわらず、経常

収支の不均衡が生じる事態である。 
C J カーブ効果は、為替レートの変化に対して輸出量や輸入量の数量調整に時間がかかる

ために生じる現象である。 
D J カーブ効果は、為替レートの変化が当初は経常収支の不均衡を拡大させ、その後徐々

に経常収支の不均衡を縮小させる減少である。 
 
１．A、B 
２．A、C 
３．B、C 
４．B、D 
５．C、D 
 
正答５ 
 
通常、円高になると輸出が減り、輸入が増えます。その結果経常収支（貿易収支）は赤

字方向に振れていくはずです。ところが、実際には一時的に黒字が拡大してしまい、時間

と共に赤字に方向に振れていくという状況が観察されます。 
これを J カーブ効果というわけです。名前の由来はこの関係をグラフに書くと J の字の

形に似ているからと言うそれだけです。 
 
ここで問題になるのは、なぜ一時的に黒字が増加するのかということです。ちなみに円

安の場合だと一時的に赤字が増加します。 
その理由ですが、これは為替レートが円高になったとしても急に輸出は減らないし、急

には輸入が増えないという、価格と数量調整の間でラグが発生するというところに原因が

あります。つまり貿易の相手は長期的な契約や習慣によって決まっているので円高になっ

たからといって急には変えられないと言うことです。 
  
 
 
 
 



〔No.25〕 
 
マンデル＝フレミング・モデルにおける財政政策又は金融政策の効果に関する記述として、

妥当なのはどれか。ただし、この国は自国の政策が他国に影響を与えない小国であり、こ

の国の政府は不胎化政策をとらないものとする。 
 
１．固定為替相場制の下では、資本移動が完全に自由な場合、拡張的な財政政策は国内の

貨幣供給量を減少させるため、結局、国民所得には影響を及ぼさない。 
２．固定相場制の下では、資本移動が完全に自由な場合、拡張的な金融政策は国内の貨幣

供給量を増加させるため、結局、国民所得を増加させる。 
３．固定為替相場制の下では、資本移動がない場合、拡張的な財政政策は国内の貨幣供給

量を増価させるため、結局、国民所得を増加させる。 
４．変動為替相場制の下では、資本移動が完全に自由な場合、拡張的な財政政策は自国の

為替レートを増加させるため、結局、国民所得には影響を及ぼさない。 
５．変動為替相場制の下では、資本移動がない場合、拡張的な金融政策は自国の為替レー

トを増価させるため、結局、国民所得を増加させる。 
 
正答 ４ 
 
 
基本的なマンデル＝フレミング・モデルの出題ですね。 
不胎化政策とは、例えば資本流入がおきてマネーサプライが増えたときに、それを減らす

ために中央銀行がマネーサプライを減らす政策などをとらないことです。通常のマンデル

＝フレミング・モデルの問題ではこうした不胎化政策は採らないこととしています。 
１．この場合、IS を右に動かすと国内の利子率が世界の利子率よりも高くなり、資本流入

がおきます。資本流入は自国通貨への需要を高めますので、相場を維持するために中

央銀行が自国通貨売り介入を行い、結果としてマネーサプライが増加します。そのた

め LM が右へシフトするわけです。問題とは関係ないですが、ここで不胎化政策をと

った場合、中央銀行は同時に売りオペレーションなどで自国通貨買いをおこない増え

たマネーサプライを吸収します。 
２．この場合拡張的な金融政策をとると、LM 曲線が右にシフトして国内の利子率が世界の

利子率よりも低下します。そのため資本が流出し始めます。ここで資本が流出する際

に自国通貨が多く為替市場で売られ自国通貨安の方向に動き出しますが、固定相場制

を維持するため中央銀行がここで、自国通貨を買い支えようとします。結果、拡張的

な金融政策をとってマネーサプライを増やしたとしても、最終的に中央銀行はその通

貨を買うので元のレベルまでマネーサプライが戻ってしまうことになります。 



３．この場合、財政政策をとると国民所得 Y が増加し輸入が増えるので国際収支が赤字に

なります。為替市場では国際収支の赤字を反映して自国通貨売りが増えます。いまは

固定相場制なので為替レートを維持するために中央銀行が通貨を買い始めマネーサプ

ライが減少し、LM が左にシフトします。その結果元の水準まで Y は戻ることになり

ます。 
５．この場合、拡張的な金融政策をとると国民所得 Y が増加し国際収支は赤字になります。

そのため為替市場では国際収支の赤字を反映して、自国通貨が多く売られることにな

ります。自国通貨が多く売られるため、為替レートが自国通貨安（減価）になり、輸

出が増加し、IS と BP が右にシフトし国民所得が増加します。この選択肢は、増価で

はなく減価というところが間違いですね。 
 
 
 
 
 
 
 
 
〔No.26〕 
 
予算原則及びわが国の予算に関する記述として、妥当なのはどれか。 
１．厳密性の原則とは、会計年度が始まる前に、予算が厳密に審議された上で承認されな

ければならないとする原則であるが、会計年度の開始前に予算が成立しない場合、例

外的に補正予算が編成される。 
２．公開性の原則とは、予算や財政に関する情報は国民に公開されなければならないとす

る原則であり、国の財政状況に関わる報告の義務は、憲法及び財政法に規定されてい

る。 
３．事前性の原則とは、収入と支出とを事前に正確に見積もることを求める原則であり、

事前性の原則に従い、予算額と決算額とは毎会計年度において一致している。 
４．統一性の原則とは、全ての収入及び支出を一つの予算に計上しなければならないとす

る原則であり、統一性の原則に従い、特定の収入と特定の支出とを結びつけた予算は

ない。 
５．流用禁止の原則とは、予算に計上された費目から他の費目へ移し替えて支出すること

を禁止する原則であり、予算上の金額について、各項の間又は各目の間で移し替えて

支出することは一切できない。 
 



正答２ 
１．これは、事前性の原則ですね。また、補正予算ではなく暫定予算が組まれます。 
３．事前性の原則は、予算の執行前に必ず国会の議決を経なければならないと言うことで

す。また、年度内には様々事情がありますので、予算と決算が異なることはあります。 
４．統一が原則ですが、特別予算など例外があります。 
５．流用は、同一の項の間にある目と目の間で可能です。 
 
 
 
 
 
 
 
〔No.27〕 
ある閉鎖経済において、完全雇用を実現する国民所得が 95 兆円であり、現在の均衡国民

所得が 75 兆円、限界消費性向が 0.8 である場合、減税によって完全雇用を実現するために、

政府が行うべき減税額として正しいのはどれか。ただし、租税は定額税とする。 
 

１．４兆円 
２．５兆円 
３．１０兆円 
４．１６兆円 
５．２０兆円 
 
正答 ２ 
 
つまり、国民所得を２０兆円増やすのにはどれだけ減税すればよいかと言うことですね。

これは租税乗数を使えば分かります。 

T
c
cY Δ
−
−

=Δ
1

 が租税乗数です。ｃは限界消費性向です。 

ですから 

5

4
8.01
8.020

−=Δ

Δ−=Δ
−
−

=

T

TT  

T を５減らせばいいわけです。 
 



〔No.28〕 
わが国の国債に関する記述として、妥当なのはどれか。 
 
１．国債の発行は、戦後、均衡財政主義により厳しく制限されていたが、昭和 40 年度に初

めて特例国債が発行されて以来、毎年度、特例公債が継続して発行されている。 
２．国債のうち建設国債は、公共事業費、出資金及び経常的経費の財源を賄うために発行

されるが、建設国債の発行の根拠が財政法にないため、発行の都度法律を制定しなけれ

ばならない。 
３．国債管理政策において、経済の安定化を目標とする場合、総需要を抑制する必要があ

るときには、長期国債よりも短期国債を発行し、国債の流動性を低下させることが望ま

しいとされる。 
４．国債管理政策において、国債の利子費用の最小化を目標とする場合、金利水準が低い

ときには、短期国債よりも長期国債を発行し、納税者の租税負担を軽減することが望ま

しいとされる。 
５．国債の引き受けについて、国債の安定した消化を図るため、国債市場特別参加者制度

が廃止され、平成 18 年度から、シンジケート団と呼ばれる国債募集引受団による引受方

式が導入されている。 
 
正答４ 
 
１．1965 年（昭和 40 年度）から発行されていますが、税収が好調だった 91 年度から 93

年度の間は発行されていません。 
３．逆ですね。長期国債の方が市中金利を押し上げる効果があり、また流動性も低くなり

ます。 
４．長期国債の方が利子率も高く長期に及ぶので返済にあてる支出が多くなります。いう

までもなく支出は国民の税金ですので税負担が大きくなるわけです。一般的に国債の利

子率と市中金利は連動します。国債を消化するためには、市中金利が高いときには高い

利子率にしないと魅力的な商品となりませんので消化できないわけです。従ってただで

さえ、利子率が高くなる長期国債は、市中金利が低いときに発行した方がよく、市中金

利が高いときには短期国債を発行した方が良いと言うことになります。 
５．逆ですね。2006 年度にシンジケート団が廃止され、2004 年度から始まった国債市場特

別参加者制度に移行しました。 
 
 
 
 



〔No.29〕 
比例所得税におけるビルト・イン・スタビライザー効果を表す尺度をα、比例所得税を

考慮した場合の国民所得の変化分をΔY、比例所得税を考慮しない場合の国民所得の変化分

をΔYa とすると、αは次式で表される。いま、限界消費性向が 0.8、比例所得税の税率が

0.2 のとき、αの値として、正しいのはどれか。 
 

a

a

Y
YY

Δ
Δ−Δ

=α  

 

１．
3
1  

２．
9
4  

３．
9
5  

４．
3
2  

５．
9
7  

 
正答２ 
 

比例税のある場合の投資乗数は ( ) IIY Δ=Δ
−−

=Δ
36.0
1

2.018.01
1

ですね。 

たいして、比例税を考えない場合は IIYa Δ=Δ
−

=Δ 5
8.01

1  

これらを式に当てはめると 
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この問題は投資乗数で計算しましたが政府支出乗数でも構いません。要するところ、乗数

を比べればいいわけです。 
 
 
 
 



〔No.30〕 
 
地方財政計画に関する記述として、妥当なのはどれか。 
１．地方財政計画は、翌年度の地方団体の歳入歳出総額の見込額を示すものであり、地方

交付税法を根拠として、毎年度作成される。 
２．地方財政計画は、地方団体の財政運営の指針であり、当該計画の対象には、普通会計

に属する経費の他、地方公営企業などの特別会計に属するすべての経費が含まれる。 
３．地方財政計画には、地方財政の財源を保証するという役割があり、当該計画の収支に

財源不足が生じる場合には、当該財源不足を完全に補填する額が、国庫支出金の総額と

なる。 
４．平成 20 年度の地方財政計画において、歳出総額は、７年連続の増加となり、国の一般

会計の当初予算の歳出総額を下回っている。 
５．平成 20 年度の地方財政計画において、経費別の歳出総額を比較すると、公債費が最も

大きく、次に大きいのは投資的経費である。 
 
正答１ 
２．地方公営企業などは含まれません。 
３．国庫支出金ではなく、地方交付税交付金です。また確かに不足分は交付税で補填され

ます。 
４．政府支出の５分の３程が地方の財政規模です。つまり、地方全体の方が国よりも多い

わけですね。 
５．一般行政経費が一番多く、つぎが給与関係経費です。 
 
 


